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Abstract 

The purpose of this study was to compare family functions between families with young children and 

families with adolescents in order to understand the type of support needed by families in various 

stages of childrearing. It is necessary to understand regional characteristics and the developmental 

stages of families when considering what support is necessary for various family structures. This study 

compared the structural characteristics of families with young children and families with adolescents as 

measured through a survey developed and conducted independently, and aimed to understand the 

support required for families with children at various stages of development. A questionnaire was 

administered to 458 parents with young children and 376 parents with adolescents and family functions, 

self-efficacy and QOL were measured. The results showed subscales of role-sharing and friendship 

higher in the family functions for families with young children, suggesting that these subscales 

represent important items for this developmental stage. Subscale of leisure time in QOL marked higher 

for families with adolescents, representing this subscale as an important item for this developmental 

stage. Mothers of both age groups scored low for self-efficacy and family function. In spite of the fact 

that there were more extended families in the area where the survey was conducted, there still remains 

a heavier burden on the mothers, suggesting that anxiety over childrearing may affect the fall in the 

birthrate. Fathers of both age groups also scored low for self-efficacy, suggesting the necessity of 

providing support for self-efficacy to parents so that they will be able to deal flexibly with the transition 

stage of children. The subscale of friendship marked high for QOL by mothers of both age groups. This 

suggests the necessity of providing support to mothers to help them find friends in the neighboring area. 

(J. Aomori Univ. Health Welf. 7 (2): 203 — 212 , 2006)

キーワー ド：養育期 にある家族 、思春期にある子 どもをもつ家族、家族機能

Key words

 

: Families with young children, Families with adolescents, Family functions

要約

　　家族は地域社会の影響を受けて似 る傾向があ り、家族機能の検討 には地域性 を踏 まえることが重要で
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ある。加 えて現代の子 どもが関わる社会 問題が深刻化す る中で子育て期の家族は、子 どもの成長・発達に

伴 う様々な変化 に対応 してお り、家族が危機 に陥 らないよう支援 を考 える上では家族の発達段 階をも含

める必要がある と考 えられる。そこで、本研究では、同一地域で独 自に開発 した尺度を用いて測定 した、養

育期 の家族 と思春期の子 どもをもつ家族の家族機能を比較評価 し、発達段階の異 なる家族の家族機能の

特徴 を明らかに し、子育て期の家族への看護支援の示唆を得 ることを目的 とした。A町 に住む就学前の子

どもをもつ458名 の父母 と、中学生の子 どもを もつ376名 の父母 を対象 に『家族機能』『自己効力感』

『QOL』について測定 ・分析 した結果、『家族機能』の「役割分担」と「友人関係」で養育期の家族が高 く、関係

性の再構築 とい う発達課題達成 に望 ましい状態であった。反対 に『QOL』の「余暇時間」は思春期 の家族が

高 く、養育期 に比べてゆとりがあ り、今後に関心 を持 って夫婦関係 を見直す、自分 自身を見つめるという

発達課題達成に望ましい状態 と推察された。しか し、父母間で比較すると、養育期・思春期の家族 ともに母

親の方が 『自己効力感』『家族機能』ともに低値であった。拡大家族が多い地域であ り、子 どもが成長すると

次は老親の世話が加わるなど、発達段階に関わらず母親の負担が大 きい状況が推察 された。また、少子化

の影響か ら子 どもに触 れ合 う機会が少な く、母親 は自分の判断や育児行動の適切性に不安 を常に もって

いるといわれてお り、『自己効力感』の低 さに影響 していると考えられた。父親 もまた、『自己効力感』の「能

力の社会的位置づけ」は高い値ではなかった。自己効力感の高低 は個 人の行動全般 にわたって影響 し、行

動変容 を起こす には肯定的な効力予期、結果予期が重要 とされる。危機に陥 らないよう、移行期 の変化 に

柔軟 に対応 した行動変容がで きるように、父親 母親の自己効力感が高められるような支援の必要性が示

唆 された。『QOL』では「友人関係」で養育期・思春期 とも母親が高値 を示 し、特 に兼業・専業農家地区で高

かった。母親に とって友人関係が重要であ り、ゆとりがない時期 でも身近で友人関係を育むことができる

よう、市街地だけではな く町の周辺地域において も場の確保 など支援活動を行う必要性が示唆 された。

I.は じめに

　近年のわが国における核家族化や少子高齢化な どの社

会の変化は、子 どもと家族に大 きな影響 を与えてお り、

社会学をは じめ様 々な分野で、子 どもをもつ家族の研究

がなされてきた。看護領域において も同様 に家族の問題

に目が向けられ、家族看護学が発展 し、家族をアセスメ

ン トする尺度の開発 もされてきた。 しか し、家族 を一つ

のユニッ ト、あるいはシステム としてみて家族機能全体

をとらえた研究は少 な く、尺度 も見られない。中村は、

家族機能を多側面か ら測定できるように自己効力感、Q

OLに 注 目し、『家族機能』尺度にそれ らを加えた独 自の

家族機能測定尺度の開発に取 り組み、同一地域の養育期

にある家族 と思春期 にあたる中学生の子 どもをもつ家族

(以下、思春期 にある家族 とす る)について調査 を行った。

その結果は1)2)、『家族機能』では特 に 「絆」 という情緒

的機能が強 く、父親に比べて母親の方が 『自己効力感』、

『家 族 機 能』が 低 い とい う類 似 した もの だ っ た。

Bronfenbrenner　 3)は 、「ある社会や社会集団の中でのマ

イクロ、メゾ、エクソシステムの構造や内実は、あたか

もそれらが同 じようなマス ターモデルから構成され、同

じように機能するシステムから構成 されているかの よう

に、類似 している傾 向がある」 と述べている。同一地域

の先行研究の結果は、どの発達段階にある家族で も居住

する地域の社会システムの中で、その影響を受けて似 る

傾向があることを支持 してお り、家族機能の検討に地域

性を踏まえる重要性 を示 している。 しか し、家族には家

族 としての発達課題 もある4)た め、その発達段階をも含

めることが大切 と考 えられる。そこで、家族の発達段階

に視点 をおいて同じ地域に居住する発達段 階の異なる家

族の家族機能の比較検討 を行い、い くつかの示唆を得 ら

れたので報告する。

Ⅱ.研 究 目的

　 A町 の養育期にある家族 と思春期にある家族の家族機

能 を比較評価 し、発達段階の異なる家族の家族機能の特

徴 を明らかにし、子 どもをもつ家族へ の家族の発達段階

を踏まえた看護支援 に関する示唆を得 ることを目的とし

た。

Ⅲ.研究方法

1.研 究対象

　 A町 の6歳 以下(就 学前)の 子 どもをもつ養育期 にあ

る家族(父 親・母親)全 数である660家 族 と、A町 にある

3校 の中学校 に通 っている子 どもをもつ思春期にある家

族(父 親 ・母親)を 対象 とした。なお、A町 は東北地方

に位置する人口約2万 人、農業が産業の中心となってい

る地域である。

2.研 究方法

1)質 問用紙

　質問紙 は、A4版8枚 で対象者 の基本特性 と先行研

究5)～7)において信頼性 ・妥当性が検証 されている3つ の
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尺度から構成 された。基本特性は、年齢や性別、職業、

最終学歴、家族構成、居住地域 ・年数、収入 について回

答できるように作成 した。尺度は、『自己効力感』、『家族

機能』、『日常生活の質(以 下QOLと する)』の3つ につ

いて測定できるように構成され、それぞれに下位尺度を

もっている。16項 目か ら成る 『自己効力感』 は 「行動の

積極性」「失敗に対す る不安」「能力の社会的位置づけ」、

25項 目から成る 『家族機能』は 「コミュニケー ション」

「絆」「役割分担」「規範」、28項 目か ら成る 『QOL』 は

「家族関係」「収入」「友人関係」「仕事環境」「健康」「居

住環境」「余暇時間」「幸福感」で構成されている。各項

目に対 して 「1:そ う思わない」「2:あ ま りそ う思わな

い」「3:や やそう思 う」「4:そ う思う」の リカー ト尺

度で回答 を得て、下位尺度の平均得点か ら家族機能の評

価 を行 う尺度である。

2)デ ータ収集方法

　養育期 にある家族 は、平成16年3月 にデータを収集 し

た。保育園に通園する子 どもをもつ家族には、質問紙を

手渡 し回答後持参 して もらう留置法 を、そのほかの家族

に対 しては、 自宅に郵送 して返送 してもらう郵送法 を用

いた。思春期 にある家族 は、平成16年10月 にA町 にある

3校 の中学校の担任教員か ら中学生 を介 して対象者に質

問紙 を配布 し、回答後返送 して もらう郵送法 を用いて

データを収集 した。

3)デ ータの分析

　基 本 統 計 の 分 析 に は、統 計 解 析 ソ フ ト

SPSSversion　 12.0を 使用 し、記述統計、ノンパラメ トリッ

ク検定、信頼係数Cronbachα を算出 した。

4)倫 理的配慮

　養育期 にある家族 に対 しては、本研究がA町 役場保健

福祉課 とB大 学 との共同研究であることを明示 し、家族

に協力を求めた。思春期 にある家族 に対 しては、まずA

町の3校 の中学校長 とPTA役 員に研究者か ら研究の趣

旨や 目的な どについて口頭および文書 にて説明し、対象

者 自身には研究依頼文書 により協力 を求めた。研究依頼

文 には、無記名で参加は自由意思であ り、途中で断るこ

とも自由であること、データは統計的に処理 し、研究で

知 り得た情報の秘密 は厳守することなど倫理面への配慮

を明記 し、返信 をもって研究への同意 とした。デー タは

番号をつけ、鍵のある場所に保管 してプライバシー を確

保 した。

Ⅳ.結 果

　研究協力が得 られたのは、養育期 にある家族305家 族

(回収 率46.2%)、 思 春期 にあ る家 族315家 族(回 収 率

62.1%)で あった。回答が得 られた うち、3つ の尺度の

1項 目でも無回答があるケースを除いた養育期にある家

族280家 族458名(父 親207名 、母親251名)、 思春期にある

家族248家 族376名(父 親162名 、母親214名)を 分析対象

とした。

1.回 答者の属性　 (表1)

　回答者の属性は表1に 示す通 りであ り、養育期 ・思春

表1　 回答者の属性

回答者 全体　　 　　　　　 養 育期(280家 族)

n=834父=369母=465　 n=458父=207,母=251

思 春 期(248家 族)

n=376　 父=162,母=214

項 目 人数(%)平 均(±SD) 人数(%) 平均(±SD) 人数(%) 平均(±SD)

父親 の年齢 　 (歳) 39.3(±6.52) 35.8(±5.69) 43.7(±4.48)

母親の年齢　(歳) 37.2(±6.22) 33.3(±5.00) 41.7(±4.00)

家族の人数　(人) 5.72(±1.54) 5.63(±1.72) 5.82(±1.29)

家族形態 核

拡大

子 どもの人数(人)

207(24.8)

626(75.1)

168(20.1)

666(79.9)

2.16(±0.79)

120(26.2)

338(73.8)

一 人

二人以上
143(31.2)
315(68.8)

1.96(±0.82)

87(23.1)

288(76.6)

25(6.6)

351(93.4)

2.40(±0.68)

父の職業 会社員

公務員等

自営業

そ の他 ・無回答

母の職業　会社員

公務員等

パ.一 トタイム

自営業

そ の他 ・無回答

主　婦

167(45.3)

59(16.0)

79(21.4)

64(17.3)

92(19.8)

26(5.6)

136(29.2)

82(17.6)

43(9.2)

86(18.5)

99(47.8)

33(15.9)

40(19.3)

35(16.9)

52(20.7)

11(4.4)

73(29.1)

38(15.1)(内 収 入 な し22名)

15(6.0)

62(24.7)

68(42.0)

26(16.0)

39(24.1)

29(17.9)

40(18.7)

15(7.0)

63(29.4)

44(20.6)(内 収 入 な し3名)

28(13.1)

24(11.2)

**P<.01
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期で、また性別で、回答者の分布に有意差はなかった。

平均年齢は、父親が養育期35.8(±5.7)歳 、思春期43.7

(±4.5)歳 、母親が養育期33,3(±5.0)歳 、思春期41.7

(±4.0)歳 であった。父親の職業 は、養育期、思春期 と

もに会社員や公務員などサラリーマ ンが60%以 上 と最 も

多 く、ついで自営業が20%前 後であった。母親の職業は、

養育期、思春期 ともにパー トタイムが29%と 最 も多かっ

た。ついで養育期の母親は会社員が約21%、 自営業が15%

を占め、専業主婦は約25%で あった。一方思春期の母親

は、ついで 自営業約30%、 会社員19%で あった。専業主

婦 は約11%で 、養育期の方が有意に専業主婦が多かった

(p〈,01>。 子 どもは1～5人 の範囲で、平均は、養育

期1.96人 、思春期2.40人 で、有意に思春期にある家族の

平均子 ども人数が多かった(p<.01)。 家族形態の分布

に有意差はな く、養育期、思春期 とも拡大家族が70%以

上だった。

2.尺 度の信頼性

　 3つ の尺度各 々のCronbachの α係数は、尺度全体 で

「自己効力感』が0.83、 『家族機能』が0.93、 『QOL』 が

0.89で あった。

3.発 達段階別の 『自己効力感』 『家族機能』 『QOL』

　　の比較

1)発 達段階ごとの全体の下位尺度の比較 と下位尺度間

　　の相関

　養育期、思春期それぞれにある家族の 『自己効力感』、

『家族機能』、『QOL』 の下位尺度の値は表2に 示す通 り

である。

　養育期にある家族、思春期 にある家族 ともに、『自己効

表2　 『自 己効 力 感 』、 『家 族 機 能 』、 『QOL』 の下位尺度の平均値

(養育期n=458,思 春期n=376)平 均値 ±SD

自己効力感

養育期

思春期

家族機能

養育期

思春期

QOL

養育期

　思春期

行 動 の積 極 性

2.67±0.60

2.68±0.59

失 敗 に 対 す る不 安

2.64±0.59

2.65±0.58

能力 の社会 的位 置づ け

2.23±0.56

2.20±0.58

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

2.84±0.62

2.88±0.61

絆

3.06±0.69

3.06±0.64

役 割 分 担

2.86±0.66

2.72±0.65

規 範

2.38±0.55

2.87±0.50

家 族 関 係 　 　 　収 入

3.12±0.68　 　　1.58±0.60

3.15±0.65　 　　1.63±0.67

友 人 関 係

3.22±0.69

3.08±0.73

仕 事 環 境

2.79±0.57

2.80±0.63

健 康

2.99±0.71

2.92±0.73

居 住 環 境

2.47±0.77

2.61±0.83

余 暇 時 間

2.47±0.76

2.60±0.75

幸 福 感

3.10±0.63

3.07±0.63

** p<.01　*p<.05

力感』では 「能力の社会的位置づけ」のみが2.2と やや低

値であった。 「家族機能』は全体的に高 く、中で も 「絆」

は3.06と 高値であった。『QOL』 では 「収入」が全下位

尺度中の最低値 を示 し、養育期1.58、 思春期1.63と 、共

に 「2:あ ま りそ う思 わない」 よ り低 か った。反対 に

「家族 関係」「友人関係」「幸福感」 は 「3:や やそう思

う」を超えていた。下位尺度間の相関 をみると、養育期・

思春期 ともに相 関係数0。51～0.82の 範囲で 『家族機i能」

の 「絆」「コミュニケーシ ョン」 と 『QOL』 の 「家族関

係」「幸福感」に正の相関が認め られた。

　養育期にある家族 と思春期にある家族を比較すると、

『自己効力感」では 「能力の社会 的位置づ け」が ともに低

く、他 も有意差 を認めなかった。『家族機能』では、「役

割分担」において養育期が2。86と思春期の2.72に 比べて

有意 に高かった(p〈.01)。 『QOL』 で は、「友人関係」

が養育期で有意に高 く(pぐOl)、 「居住環境」「余暇時

間」では思春期が有意に高値であった(p<.Ol)。

2)性 別ごとの下位尺度の比較

　発達段階別の父親と母親それぞれの下位尺度の値は表

3の 通 りである。

　養育期では、『自己効力感』の下位尺度全て と、『家族

機能』の 「コミュニケーション」「絆」「役割分担」、 『Q

OL』 の 「家族 関係」「収入」「居住環境」「余暇時間」で

父親が高 く有意差 を認め(p<.01)、 『QOL』 の 「友

人関係」でのみ母親が有意に高値だった(p<.05)。 思

春期では、『自己効力感』の下位尺度全て と、『家族機能』

の 「コミュニケーシ ョン」「役割分担」、『QOL』 の 「家

族関係」「収入」「余暇時間」で父親が有意に高値 を示 し

た(p<.05)。

　発達段階別で比較 をすると、父親は、『自己効力感』で

は有意差がなく、『家族機能』の 「役割分担」で養育期の

父親が(p<.05)、 『QOL』 の 「余暇時間」で は思春

期の父親が(p<.01)高 値 を示 し、有意差が認 め られ

た。一方、母親 は、『自己効力感』の下位尺度全 て と、

『家族機能』の 「役割分担」「規範」で養育期の母親が高

値 を示 したが、有意差は認めなかった。 『QOL』 で は

「友人関係」と 「居住環境」に有意差が見 られ、前者は有

意に養育期の母親が高 く(p<.01)、 後者は思春期の母

親が高かった(p<、05)。

3)家 族形態別 ごとの比較

　それぞれの発達段階における家族形態別の下位尺度は

表4に 示す通 りである。
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表3　 父母の 『自己効力感』、『家族機能』、 『QOL』 の下位尺度平均値

(養育 期 の父n=207、 母n=251 思 春 期 の 父n=162、 母n=214) 平均値 ±SD

自己効力感

父 養育期

思春期

母 養育期

思春期

家族機能

父 養育期
思春期

母 養育期

思春期

QOL

父

母

養育期

思春期

養育期

思春期

行動の積極性 失敗に対する不安 能力の社会的位置づけ
2.74(±0.59)

2.81(±0.56)

2.61(±0.60)

2.57(±0.59)

2.74(±0.57)

2.80(±0.56)

2.57(±0.59)

2.54(±0.57)

2.37(±0.59)

2.34(±0.60)

2.12(±0.52)

2.10(±0.54)

コ ミュ ニ ケ ー シ ョン 絆 役割分担 規範

2.96(±0.56)

3.00(±0.55)

2.74(±0.65)

2.79(±0.63)

3.15(±0.64)

3.13(±0.61)

2.98(±0.72)

3.01(±0.66)

2.98(±0.59)

2.83(±0.61)

2.76(±0.69)

2.65(±0.66)

2.29(±0.57)

2.90(±0.54)

2.45(±0.53)

2.84(±0.47)

家族関係 収入 友人関係 仕事環境　　健康 居住環境 余暇時間 幸福感

3.21±0.62

3.28±0.58

1.69±0.62

1.77±0.69

3.15±0.72

3.06±0.73

2.79±0.56

2.83±0.58

3.02±0.65

2.97±0.68

2.57±0.74

2.68±0.82

2.61±0.67

2.80±0.67

3.14±0.54

3.15±0.54

3.04±0.72

3.06±0.69

1.50±0.57

1.52±0.63

3.28±0.66

3.10±0.74

2.78±0.57

2.77±0.67

2.97±0.75

2.89±0.77

2.39±0.77

2.55±0.84

2.35±0.81

2.44±0.77

3.06±0.69

3.01±0.68

** p<.01　 歯p<.05

表4　 家族形態別の 『自己効力感』、 『家族機能』、『QOL』 の下位尺度の値

(養育 期 の核 家 族n=120、 拡 大家 族n=338　 思春…期 の核 家族n=87　 拡 大家 族n=288) 平均値±SD

自己効力感

核　　 養育期

家族　 思春期

拡大　 養育期
家族　 思春期

家族機能

核　　 養育期
家族　 思春期

拡大　 養育期

家族　 思春期

QOL

核　　 養育期
家族　 思春期

拡大　 養育期

家族　 思春期

行動の積極性 失敗に対す る不安 能力の社会的位置づけ

2.77±0.54

2.68±0.62

2.63±0.62

2.68±0.58

2.67±0.57

2.67±0.62

2.63±0.59

2.65±0.56

2.29±0.52

2.26±0.65

2.21±0.58

2.18±0.56

コ ミュ ニ ケー シ ョン 絆 役割分担 規範

3.05±0.54

3.12±0.55

2.76±0.63

2.81±0.61

3.21±0.65

3.25±0.62

3.01±0.69

3.01±0.64

2.85±0.71

2.81±0.70

2.87±0.64

2.70±0.63

2.35±0.60

3.25±0.62

2.39±0.54

2.84±0.50

家族関係 収入 友人関係 仕事環境 健康 居住環境 余暇時間 幸福感
3.29±0.60

3.34±0.62

1.57±0.62　 　　3.16±0.67　 　　2.85±0.56　 　　2.95±0.74

1.60±0.66　 　　3.15±0.65　 　　2.74±0.70　 　　2.90±0.69

2.40±0.81

2.54±0.92

2.46±0.84

2.78±0.75

3.16±0.61

3.14±0.65

3.05±0.69

3.10±0.66

1.59±0.59

1.64±0.67

3.24±0.69

3.06±0.76

2.76±0.57

2.81±0.61

3.01±0.70

2.93±0.74

2.49±0.75)

2.63±0.80

2.47±0.73

2.54±0.74

3.07±0.63

3.05±0.62

** p<.01　 　*p<.05

　養育期 、思春期 ともに 『家族機能」 の 「コミュニケー

ション」「絆」、『QOL』 の 「家族関係」で核家族の方が

高値 を示 し、有意差 を認めた(p<.01)。 また、養育期

では 『自己効力感』の 「行動 の積極性」(p<.05)、 思

春期では 『QOL』 の 「余暇時間」(p<.01)で も核家

族が有意に高値を示 した。

　発達段 階で比較す ると、核家族では 『QOL』 の 「余

暇時間」において養育期2。46に対 して思春期2.78と 思春

期が高値 を示 し、有意差があった(p<.01)。 一方、拡

大家族 では 『家族機 能』の 「役割分担」、『QOL』 の

「友人関係」で養育期 の家族が高 く、有意差を認めたが

(p<.Ol)、 『QOL』 の 「居住環境」では思春期の家族

が高値 を示 した(p<.05)。

4)地 区ごとの比較

　 A町 を市街地のC、 兼業農家が多いD、 専業農家が多

いEの3つ に分け、比較 を行 った。

　地区ごとに比較 をすると、C地 区は有意差が認め られ

なかった。D地 区では 「家族機能』 の 「役割分担」、『Q

OL』 の 「友人関係」で養育期の家族が、『QOL』 の

「居住環境」で思春期の家族が有意に高値 を示 した(p<.

05)。E地 区では 『QOL』 の 「友 人関係」と 「余暇時

間」で有意差(p<.05)が あ り、前者は養育期が、後

者は思春期の家族が高かった。

5)世 帯所得ごとの比較

　収入に関する質問項 目の うち、就労収入の有効回答 は

638名(76.5%)で あったが、世帯所得の質問項 目に対す

る有効回答 は528名(63.3%)と 低かった。A町 のあるF

県の35歳 ～45歳 の企業勤務者の平均就労年収である300

万円を境に300万 円未満を低所得群、300万 円以上を標準

以上所得群 として比較 を行った。

　各群 の分布 をみ ると、養育期 に有意 に低所得群が多

かった(p<.01)。

　発達段階ごとに低所得群 と標準以上群 を比較すると、

養育期 は、『家族機能』の 「絆」「役割分担」、『QOL』
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の 「家族関係」「収入」「幸福 感」(以 上p<.01)「 居住

環境」(p<.05)で 有意差が見 られ、思春期では 『家族

機能』の 「コミュニケーシ ョン」(p<.05)、 『QOL』

の 「収入」「仕事環境」「居住環境」(p〈.Ol)で 有意差

が見られ、どち らも標準以上所得群が高値 を示 した。『自

己効力感』では有意差 を認めなかった。

　所得群別に発達段階で比較す ると、低所得群では、『自

己効力感』の全下位尺度で養育期が、『家族機能』は思春

期にある家族が高値 を示 したが、有意差 は認め られな

か った。『QOL』 では 「収入」が養育期1.41、 思春期

1.37と 共に全項 目の中で最 も低値 を示 した。ついで 「居

住環境」「余暇時間」と続 くなど同じ傾向がみ られ、有意

差は認めなかった。標準以上所得群では、養育期の家族

と思春期 にある家族の間で、有意差が 『QOL』 の 「居

住環境」(p<.01)と 「余暇時間」(p<.05)で 認めら

れ、思春期にある家族の方が高かった。

Ⅴ.考 察

　本研究の家族は、母親の平均年齢が養育期33.3歳 、思

春期41.7歳 で、1世 帯あた りの平均子 ども人数 は、養育

期1.96人 、思春期2.40人 であった。母親の年齢別平均出

生児数をみると8)母 親が30歳 前半では1.52人 、40歳 前半

では2.17人 であ り、本研究の家族は、養育期 ・思春期 と

もに全国平均 より子 どもが多い家族であるといえる。家

族形態 をみ ると、核家族24.8%、 拡大家族75.1%と 拡大

家族が多かった。A町 は子 どもをもつ親族世帯のうち核

家族世帯 は49.0%、 拡大家族は51.0%と9)、 全国平均の

核家族80.9%、 拡大家族19.1%10)に 比べて拡大家族が多

い地域であ り、本研究の拡大家族の多さはA町 の特徴 を

反映 しているといえる。また、A町 は市街地のC地 区、

兼業農家が多いD地 区、専業農家が多いE地 区と地域特

性 により3地 区に区分できるが、回答者の分布に有意差

はなく、A町 に住む子育てを している家族 を全体的に網

羅 した対象であった と評価できる。そこで、これらの各

地区の地域性、回答者の特徴 を踏 まえてA町 に住む子 ど

もをもつ家族の自己効力感、QOLを 含めた家族機能に

ついて家族の発達段階に焦点 をあてて、検討 した。

1.A町 の子 どもを育てている家族の家族機能

　対象 となった家族 は、養育期 ・思春期にある家族 とも

に 『家族機能』の 「絆」、『QOL』 の 「家族関係」「幸福

感」が 「3:や やそう思 う」 を超 えてお り高かった。社

会の変化に伴って家族の機能は縮小 し、現代家族 は衣食

住の安定のための経済的機能 を中心 とした状況から、愛

情 ・連帯感 ・心の安 らぎといった情緒的機能を中心 とす

る状況へ推移 してお り、家族 を支える絆 としての情緒的

結合の意義はさらに大 きくなるといわれている11)。本研

究の 「絆」と共に 『QOL』 の 「家族関係」「幸福感」が

高値 を示 した結果は、やは り家族機能の中心が情緒的機

能であることを示唆 していると考 えられる。下位尺度問

の相関をみると、養育期 ・思春期 とも 「絆」「家族関係」

「幸福感」と 「コミュニケーション」の間には相関係数r

=0 .51～0.82の 範囲で正の相 関が認め られた。この こと

か ら、家族機能の中心である情緒的機能を高め、家族 と

しての 『QOL』 を高めて安定す るには、発達段階に関

わ らず家族成員が十分にコミュニケーシ ョンをとること

が重要と考えられる。A町 の子 どもを育てている家族の

「コミュニケーシ ョン」は、全体でみると養育期2.84、 思

春期2.88で あ り、「3:や やそう思 う」 を超えていなかっ

たが、家族形態別でみると、核家族は養育期3.05、 思春

期3.12と ともに3を 超 えていた。一方、拡大家族は養育

期2.76、思春期2.81と 核家族 に比べて有意に(p<.01)低

く、全体の低 さは拡大家族 の結果 を反映 していると考 え

られる。また、養育期 ・思春期 にある拡大家族は、「絆」

「家族関係」も核家族 に比べ て有意 に低い。これ らか ら、要

素数が多 く複雑 な群集ほど不安定である12)といわれてお

り、年代が様 々で、考え方が多様 な拡大家族は、家族成

員内で多数の二者関係が生 じ、 コミュニケーシ ョン不足

になりやす く、よ り複雑で、不安定にな りやすいことが

推察 される。 ことばや文の意味は二人の関係(コ ンテキ

ス ト)が 相互規定 しあうなかで生 まれるとされる13)が、

世代が異なる拡大家族では、親 しい家族成員内であって

もコミュニケーシ ョンが不足 してはそれぞれの二者関係

の相互規定が困難になると考 えられ、家族の発達段階に

関わらず拡大家族の家族内コ ミュニケーションへの支援

の必要性が示唆された。

　経済的側面か らみると、養育期 ・思春期にある家族 と

もに 『QOL』 の 「収入」が全下位尺度中で最 も低 く、

養育期1.58、 思春期1.63と 「2:あ まりそう思わない」

より低値であった。 これは、A町 の町民一人当た りの平

均所得が188.3万 円と、国民一人当た りの平均所得310.1

万 円14)と比較 して少ない地域特性 を反映 していると推察

され、所得に満足 していない状況が明らかとなった。世

帯収入の低い群 と標準以上群 を比較すると、養育期 ・思

春期にある家族 ともに、有意差が認め られた 『家族機能』

『QOL』 の下位尺度は全て標準以上群が高値 を示 してい

た。先行研究15)において、QOLを 構成する因子 として

収入は最 も重要であると考えられている。標準以上群が

高値を示 した本研究の結果はこれを支持 していると考え

られ、所得の低い家族の方が家族機能が低 くなる可能性

が あり、発達段階に関わらず支援 を考える必要性が示唆

された。分布 をみると、世帯収入低所得群は思春期 に比

べ、養育期に有意に多い。父親、母親の平均年齢が思春

期 に比べて若 く、また有意に専業主婦が多い養育期の家

族 は、個人所得が低 く、低所得世帯 となりやすいことか

一208一



ら、よ り注意 してい く重要性が示唆された。

2.養 育期にある家族 と思春期にある家族の比較からみ

　　 える家族機能の特徴

1)養 育期 にある家族の特徴

　養育期にある家族は、思春期にある家族 と比較 して『家

族機 能』の 「役割分担」、『QOL』 の 「友人関係」にお

いて有意に(p<.Ol)高 かった。家族は家族成員の発

達 ・変化 とともに家族の形態 ・構造 と機能 を変化、発達

させてお り16)、この家族の発達段階には求め られる発達

課題がある。男女の結婚によってで きた新 しい家族は、

第1子 の誕生 とともに次の家族の発達段 階である “養育

期”に入る。養育期にある家族は、新 しい家族成員であ

る子 どもを家族 内に受け入れ、親役割 を取得 し、父母、

祖父母の役割 を含めて家族内の関係性 を再構成 してい く

ことが課題 とされている17)。したがって、平均値が 「3:

ややそう思う」を超 えてはおらず高いとは言い難いが、

新 しい “親” とい う役割を取得 し、大 きく家族内の関係

性が変化 をしている養育期にある家族が思春期にある家

族 よ り 『家族機能』の 「役割分担」で有意 に高値 を示 し

たことは、“役割、関係性の再構成”とい う課題 を考える

と望 ましい結果であるといえる。 また、今回は拡大家族

が多い集団であったが、養育期 にある家族 にとって拡大

家族は、支援等 の人的資源が増える利点があるその一方

で、世代間で緊張を生 じるといわれてお り18)、養育期に

おいて拡大家族 はよ り不安定 にな りやすい と考 えられ

る。 しか し、家族形態別でみると、養育期の拡大家族の

方が思春期の拡大家族より 「役割分担」 は高値 を示 して

お り(p<.01)、 養育期の方がうまく役割の再構成がで

きていると推察される。一方、核家族では養育期 と思春

期で 「役割分担」に有意差は認められなかった。 この理

由として、思春期 は父 親2.88、 母親2.75と 有意差がない

のに対 し、養育期 は父親3.11、 母親2.63と 有意に(p<

.01)母 親が低値 を示 したことの影響が考 えられ、養育期

の核家族の母親への支援の必要性が示唆された。養育期

の母親は、「役割分担」以外の下位尺度項 目について も

『QOL』 の 「友人関係」を除いて父親 よりも低値であっ

た。親としての自信 を調査 した結果か ら小野寺 ・柏木19)

は、母親の 自己批判 ともとれる厳 しい自己評価に対 して、

実際に子育て をしていない父親のほうが自分 をよい親だ

と自信 を表明 してお り、育児体験がないことはかえって

楽観的にさせ るようだ、 と述べてお り、本研究でも同様

に父親の方が楽観的に家族の状況 を捉えている傾向が明

らか となった。 したがって、養育期 にある家族では、夫

婦が互いの捉 え方に理解を深めなが ら関係 を再構築 して

い くことがで きるよう支援す ることが重要である。また、

母親は、『QOL」 の 「友人関係」のみ有意 に父親 より高

値 を示 してお り、子育てをしている母親 にとって友人関

係の重要性が窺える。これは、養育期 にある母親 を対象

とした相談相手についての調査で、同 じくらいの子 ども

のいる母親たちや少 し先輩の母親たち、公園や近所の友

達ママが最 も多 く挙 げ られた20)こ とか らも明 らかであ

り、養育期の母親への友人づ くり支援 は重要である。地

区別でみる と、兼業 ・専業農家の多いD・E地 区で 「友

人関係」は有意に養育期が高 く、市街地のC地 区では差

がなかった。 この理由 として、市街地で公園や子育て教

室など人が集 まる場所が近 く、手がかかる養育期で も比

較的友人 と交流 しやすいC地 区との地域特性 の違いが考

えられ、市街地だけでな く、様々な地域 において子育て

をしている家族、特 に母親達が交流で きる場を提供する

など、友人関係 を育む機会が得 られるよう支援する必要

性が示唆 された。

2)思 春期にある家族の特徴

　養育期に続 く思春期 にある家族は、“教育期”にあたる。

このときの家族の発達課題 は、子 どもが家族システムに

出入 りで きるように親子関係 を柔軟に し、子どもの独立

を促 してい くこと、また、老後に関心 をもち、夫婦関係

を見直 した り、職業上の達成について考えることなどで

ある21)。思春期 にある家族は、養育期 にある家族に比べ

て有意に 『QOL』 の 「余暇時間」が高 く、特に父親は

養育期2.61に 比較 して思春期 は2.80と 有意に高値を示 し

た。「余暇時間」は、仕事や家事が忙 しす ぎて “リラック

スで きない”“自分のや りたいことができない”などの逆

転項 目を含む下位尺度であ り、これが有意に高いことか

ら、教育期 に入 ると養育期に比べてゆとりが出てくるこ

とが推察される。これは、話 し合いや考 えることなどが

課題の思春期にある家族にとっては望 ましいと考えられ

る。 しか し、思春期の父親 と母親を比較すると、母親は

2.44と 有意に低 く、「余暇時間」には性差が認められる。思

春期になると子 どもたちは自分 の身の まわりのことは自

分で行 うことがで き、活動範囲や友人関係を広げて親離

れが始 まる。そのため、養育期 に比べて子 どもの生活の

世話には時間がかか らない ことか ら、父親は養育期に比

べてゆとりを感 じていると推察される。 しかし、母親は、

養育期の母親 より高いものの、父親ほ どゆとりを感 じて

はお らず、 この理由として就業 しているものが養育期 に

比べて有意に多いことが考えられた。母親の就労は、専

業主婦 に比べて就業に伴 う役割が増えても家事や育児 に

おける役割分担は変わ りにくい22)といわれている。『家族

機能』の 「役割分担」で母親は有意に父親よ り低値 を示

してお り、やは り就労 に伴い母親の役割が増えているこ

とが推察される。また、本研究の回答者の76%は 拡大家

族である。思春期 にある家族の父親 ・母親の平均年齢 は

有意に養育期 よ り高 く、同居者が祖父母の場合、その年

齢 も養育期 より高い と推測 される。平均余命が延びるに
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つれ、老年期 も長 くなってお り、老父母の病気などに伴

う同居や看護の問題か ら派生す るス トレスが家族に負わ

される可能性は高 くなっている23)といわれてお り、大 き

くなる老父母の世話 の負担の影響が考えられる。この老

親扶養 をめ ぐる親族関係の調整は、思春期にある家族の

もう一つの重要 な家族の発達課題である24)。しかし、家

族形態でみると、思春期にある拡大家族の母親は、父親

に比べて(p<.05)、 また養育期 の拡大家族の母親と比

べて も有意に(p<.01)「 役割分担」の評価が低 く、調

整ができずに多重役割を担 っていることが推察でき、支

援が必要と考えられる。 また、思春期の母親 も、養育期

の母親ほど高 くはないが、唯一 『QOL』 の 「友人関係」

が父親 より有意に高値を示 してお り、友人関係の重要性

が窺える。 したがって、思春期にある家族に対 しては、

次の “子 どもが家 を出る時期”の老親 を扶養 してい く段

階 を見据 えながら、中年期の夫婦関係 を見直 しつつ、家

族内役割 に注 目し、母親だけが多重役割を担 うことがな

いよう、役割の再構成ができるように支援 をする必要が

ある。また、多 くなる役割の中でも、母親たちが友人関

係 を維持で きるように集える場の提供な どを思春期の家

族において も考えてい くことが重要である。

3)『 自己効力感』の家族機能への影響

　 人の生涯 を通 じて生ずる役割 または行動場面の変化

は、社会の中の特定の地位 と結びついた行動 に対する期

待が変化するために起 こるもので、必然的に役割の変化

を引 き起 こす25)といわれている。家族内でも、家族成員

の生態学的移行に伴い次の家族の発達段階へ移行するた

め、家族内の構造や機能、それぞれの役割には変化が求

め られる。養育期以降、親 としての役割を遂行するとい

うことは、子 どもの世話 だけではな く、子 どもに関連 し

た感情や親 になることに関連 した問題解決能力 を身につ

けることも求め られ26)、役割期待 も変化するため行動変

容を伴 う必要があるといわれている。人の行動の活性化

や行動の修正には、「自分 にはこの ようなことがここまで

で きる」 という効力予期の認知である自己効力感をどの

程度行お うとしている行動に対 して もってい るか、が大

きく関連する27)。したがって、第1子 誕生 とともに養育

期 に入 り、子どもの成長、第2子 以降の誕生などによる

家族の拡大、役割の変化 に合わせて家族 メンバ ーが行動

変容 し、家族の発達課題 を達成 し、危機に陥 らずに次の

発達段階へ と進んでいく上で両親の自己効力感の高 さの

影響は大 きい。本研究の結果では、全体 も、性別ごとも『自

己効力感』では養育期 と思春期で有意差を認めず、「行動

の積極性」「失敗に対する不安」は2.6前 後であった。こ

れは、一般成人グループお)と比較 して高 く、家族が不安

定にな りやすい移行期において課題 を達成する行動変容

を起こす力 を発達段階に関わらず もっていると考えられ

る。 しか し、父親 と母親の間には発達段 階に関わ らず有

意差があ り、有意に母親の 『自己効力感』が低値を示 し

ていた。特 に 「能力の社会的位置づけ」は養育期、思春

期いずれ も2.1と低 く、母親は一般的で社会的な場面 にお

いて自己の遂行 を低 く評価す る傾 向にある と推察 され

る。現代は少子化の影響か ら小 さい子 と触れ合 う機会が

ないまま親 になる場合 も多 く、雑誌などにより育児の知

識 はた くさん持っているが、実際の子育てにおいては、

知識だけで カバー しきれない状況 もあ り、母親たちは常

に自分の判断や育児行動の適切性に不安をもっている29)

と言われている。この不安が母親の自己効力感 に影響 し、

評価 を低 くしている一要因と推察される。一般的な自己

効力感の高低 は個人の行動全般にわたって影響する可能

性があることは示唆 されてお り、活動の場面の選択 に影

響するだけでな く、努力の程度にも影響 を与えるとされ

る30)。また、行動変容の先行要因である効力予期、結果

予期をどのように身につけているかにより、行動や気分、

情緒的な状態にも影響が及ぶ31)とされる。 したがって、

移行期の変化 に対応 し、課題 を達成 して家族が安定 して

い くためには、『自己効力感』は高いほうが望ま しいと考

えられる。丹羽32)は、母親たちはその胸 のうちの不安な

気持ちを誰かに訴えたい、大丈夫よと一言言って くれる

人がほしいのだと述べ、今 日の育児支援 は今 日の母親た

ちを安心 させ、元気づけるものでなければ意味がない、

と述べている。母親が 自分自身を広い視野か らみたとき

に高 く評価 し、 自分が しようとする行動 に対 して肯定的

な効力予期、結果予期 を抱 き、積極的な行動変容へつな

が るような、自己効力感が高められるような介入支援が

必要と考えられる。 自己効力感の変化 には、成功経験や

他人が行 えている場面 を見る、暗示、自分が落ち着いて

いることを知覚することで自信 を高めるといった、遂行

行動の達成、代理的経験、言語的説得、情動的喚起 とい

う4つ の修正情報源があるとされる詔)。知識 を与 えるだ

けではな く、いつで も母親が安心するためのサポー ト体

制 をつ くり、母親 は自己評価が厳 しくなりやすい という

特徴 を踏まえて、“できる”という自信 をもてるように母

親 自身を常に認めてい く支援が重要である。また、父親

も 「能力の社会的位置づけ」は2.3と 「収入」に続 く低値

を示 している。家族成員が相互作用 しあ うこと、父親は

母親 を支 える、また母親 とともに家族 を支える重要 な役

割 を担っていることか ら、父親に対 して も自己効力感を

高められるよう関わることが重要であ り、これ らが家族

の安定、家族機能の向上 につながると考えられる。

Ⅵ.研 究の限界

　本研究は、東北地方の一地域において独自の尺度を用

いて発達段階が異なる家族を対象に家族機能を測定した
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ものである。今後、多 くの看護場面で活か していけるよ

う尺度の一般化 を図る上でも、他の地域や病児のいる家

族を対象 とした研究を行い、比較検討 し、具体的な支援

について検討 し、実践 に結び付けてい くことが課題であ

る。

Ⅶ.結 論

1.A町 の養育期 ・思春期にある家族 とも 「絆」「家族関

　係」「幸福感」が高い ことか ら、情緒的機能が家族機能

　の中心であることが明 らか となった。

2.「 絆」「家族関係」「幸福感」「コミュニケーション」

　の間には正 の相関があ り、養育期 ・思春期 にある家族

　の拡大家族 で共 に これ らの下位尺度が低値な ことか

　 ら、家族成員の多 さからコミュニケーション不足が生

　 じ、家族機能が低 くなる可能性が示唆された。

3.養 育期 にある家族の方が、思春期 にある家族に比べ

　て 「役割分担」が高 く、家族内の関係性の再構築とい

　 う養育期の課題達成に望ましい状態にあることが明 ら

　かになった。

4.思 春期 にある家族の方が、養育期 にある家族に比べ

　て 「余暇時間」が高 く、夫婦 関係や自己を見直すなど

　思春期 にあ る家族 の課題達成に望 ましい状態 にあっ

　た。 しか し、性差が認め られ、母親が多重役割 を担わ

　 ない よう役割調整への支援の必要性が示唆された。

5.父 親 と母親を比較すると、養育期 ・思春期 ともに母

　親の方が 『自己効力感』、『家族機能』ともに低 く、『Q

　 OL』 の 「友人関係」のみ母親が高かったことから、

　発達段階に関わらず家族形態や就労などが影響 して母

　親が多重役割か ら負担が大 きいこと、性差が家族機能

　の評価 に影響す ると推察 された。今後、身近で友人 を

　つ くる場を増やすこと、特 に母親の自己効力感 を高め

　 るような支援 の必要性が示唆された。
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